
財政状況の公表 
令和７年 11 月４日 

 
持続可能なまちの創造に向けて効率的・効果的な財政運営を 

 

我が国の経済は、内閣府月例報告によりますと、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が景気の緩やかな回復

を支えることが期待されていますが、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があるとされて

います。 

本市の財政状況は、近年、安定した財政運営を堅持していますが、今後、多額の社会保障費や公債費の負担に加

え、人件費や物価高騰に伴う行政運営経費の増加、更には公共施設の老朽化対策経費の増加などにより、財政運営

は厳しさを増していくことが予測されます。 

令和６年度は、田辺スポーツパーク陸上競技場改修事業や市立小学校の特別支援教室への空調設備の整備に取り

組むとともに、将来を担う人材育成、交流人口・関係人口の創出、防災対策・防災力の強化、デジタル社会への対

応など、新しい時代に対応した、「未来へつながるまちづくり」を推進しました。 

また、「紀伊山地の霊場と参詣道」が世界遺産登録20周年を迎えたことから、この機会を捉え、シンポジウムやプ

ロモーション、周遊キャンペーン等を実施し、本市の魅力を広く発信しました。 

さらに、物価高騰対策として、住民税非課税世帯等を対象とした特別給付金事業を実施したほか、キャッシュレ

ス決済ポイント還元事業などを実施しました。 

決算（見込み）による主な財政指標については、経常収支比率が 99.5％、実質公債費比率が 8.0％、将来負担比

率が 0.0％、財政力指数が 0.389、積立金現在高が 224 億 6,566 万６千円、地方債現在高が 481 億 2,493 万８千円と

なっています。 

今後、生産年齢人口の減少とそれに伴う地域経済の縮小等により、市税等の自主財源の減少が見込まれる中、将

来にわたり持続可能なまちを創造していくためには、本市が抱える様々な地域課題や新たな行政需要に対応した施

策等を積極的に展開するとともに、行財政改革の取組をより一層推進していく必要があります。 

こうしたことから、これまで以上に事業の緊要性・費用対効果を的確に見極める中、新たな事業展開に努めると

ともに、経費の節減・合理化、公共施設の適性化をより一層推進し、引き続き効率的・効果的な財政運営を進めて

まいります。 

 

（決 算 概 況） 

令和６年度一般会計決算（見込み）については、歳入総額が 473 億 8,697 万２千円（11.8％減）、歳出総額が 453

億 2,531 万２千円（12.2％減）です。 

歳入のうち、自主財源については、市税の収入額 80 億 126 万円（1.7％減）、依存財源については普通交付税 136

億 5,164 万５千円、特別交付税 25 億 7,782 万２千円を合わせた地方交付税 162 億 2,946 万７千円（4.0％増）、国

庫支出金 71 億 2,249 万５千円（5.8％減）が主なものとなっています。依存財源のうち市債については、過疎対策

事業債７億 9,780 万円など 28 億 9,100 万円（64.8％減）となっていますが、本年度借入額のうち 18 億 7,579 万８

千円（64.9％）は、後年度において普通交付税に算入されるなど、実質的な財政負担は軽減されることになります。 

歳出のうち、消費的経費については、人件費 85 億 9,932 万４千円（10.1％増）、扶助費 98 億 5,483 万（2.3％増）、

補助費等 38 億 6,360 万５千円（12.3％増）が主なものとなっています。投資的経費のうち普通建設事業費は 45 億

7,194 万３千円（61.9％減）で、主な事業として、田辺スポーツパーク陸上競技場改修事業や稲成分団車庫整備事

業などを実施しました。その他経費のうち公債費は 56 億 2,882 万５千円（2.2％減）となっていますが、このうち

35 億 4,399 万 1 千円（63.0％）が普通交付税に算入されています。 

 

（各指標） 

 別紙による 
担当 田辺市財政課 財政係 木下 

電話 直通  0739-26-9918 

   内線  2255 

 



次のとおり公表する。
令和７年11月4日

田辺市長

人 人
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田辺市財政状況の公表に関する条例の

  田辺市告示第 355 号
地方自治法第243条の３第１項及び

定めるところにより田辺市の財政状況を

真　砂　充　敏

田辺市財政状況

田辺市の人口動態
前年同月比

世帯
面 積 1,026.89

令和７年９月30日現在

人 口 66,402 -1,116
世帯数 34,754 世帯 -63



752,492 (1.6)

4,745 (0.0)

110,962 (0.2)

130,144 (0.3)

1,830,925 (3.9)

134,557 (0.3)

48,177 (0.1)

327,823 (0.7)

6,178 (0.0)
0 (0.0)

寄　付　金 322,891 (0.7)

繰　入　金 935,309 (2.0)

繰　越　金 2,120,064 (4.5)

諸　収　入 1,923,553 (4.0)

分担金及び負担金 146,412 (0.3)

使用料及び手数料 638,386 (1.3)

財 産 収 入 92,130 (0.2)

歳出 目的別

議 会 費 715,658 (1.6)

諸 支 出 金 4,431,521 219,135 (0.5) 864,290 (1.9)

164,847 (0.4) 4,571,943 (10.1)

3,837,641 (8.5)

349,608 (0.8)

補助費等

災 害 復 旧 費
338,829 (0.8)

入湯税 744 (0.6)

軽自動車税
5,340 (4.5)

都市計画税

8,909,836
5,068 (4.2)

8,886,864
市たばこ税

8,576 (7.2)

2,259,386

10,114,806

94,830

290,456

29,528

382,190 （人口： 66,760人)

48,258

69,516,262

令和６年度市税1人当たり額

22,972

（ 事 業 勘 定 ）

（ 直 営 診 療 施 設 勘 定 ）

歳入

921,672

維 持 補 修 費

投資及び出資金貸付金

積 立 金

繰 出 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

歳入 歳出
翌年度へ繰り
越すべき財源

468,480

(4.1)

（単位：円・％）

(2.0)

（単位：千円）

（単位：千円・％）

(0.0)

令和６年度決算(見込)

労働費
4,830

自主財源

一 般 会 計

1,846,250

投 資 的 経 費

29.9%

依存財源 70.1%

性質別

災害復旧事業費

普通建設事業費

商工費

株式等譲渡所得割交 付金

地 方 消 費 税 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交 付金

衛生費
3,840,431

(8.5)

(9.8)

環 境 性 能 割 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

　　　農林水産業費

3,863,605

令和６年度各種会計決算（見込）

一 般 会 計

8,823,671 0 63,193

0 579

国 民 健 康 保 険 事 業 8,846,064 0

1,593,18047,386,972 45,325,312

土木費
2,249,670

(5.0)

消防費
1,922,922

(4.2)

後 期 高 齢 者 医 療

分 譲 宅 地 造 成 事 業

介 護 保 険 10,002,435 30,000 82,371

計

会計名

22,393

2,251,726

49

診 療 所 事 業

木 材 加 工 事 業

四 村 川 財 産 区

駐 車 場 事 業

67,374,306

0

0

0

0

289,693

327,758

41,964

289,305 0

令和7年3月31日現在

△ 259,777

6,294

1,643,476

実質収支額

63,772

0

498,480

7,660

94,781

763

54,432

人件費
8,599,324

(19.0)

公債費
5,628,825

(12.4)扶助費
9,854,830

(21.7)

物件費
6,874,741

(15.1)

性質別

歳 出
45,325,312
(100.0%)

固定

資産税

51,350
(42.8)

市民税
48,773

総 額
119,851
(100.0%)

歳 入

47,386,972

(100.0%)

市税

地方交付税

国庫

支出金

8,001,260

16,229,467

7,122,495

(16.9)

(34.2)

(15.0)

5,628,829

公債費

(12.4)

教育費
4,503,101

(9.9)

総務費
7,210,512

(15.9)

民生費
12,207,610

(26.9)

目的別

歳 出
45,325,312
(100.0%)

(40.7)

2,891,000

市債

(6.1)

県支出金
3,618,002

(7.7)

(8.5)
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（単位：千円・％）

地 方 交 付 税 民 生 費

市 債 総 務 費

市 税 教 育 費

国 庫 支 出 金 公 債 費

県 支 出 金 諸 支 出 金

諸 収 入 消 防 費

地 方 消 費 税
交 付 金

衛 生 費

繰 越 金 農林水産業費

繰 入 金 土 木 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地 方 譲 与 税 商 工 費

使 用 料 及 び
手 数 料

災 害 復 旧 費

寄 付 金 議 会 費

分 担 金 及 び
負 担 金

予 備 費

#DIV/0! 財 産 収 入 労 働 費

法 人 事 業 税
交 付 金
株式等譲渡所
得 割 交 付 金

配当割交付金

環境性能割交
付 金

地方特例交付金

交通安全対策特
別 交 付 金

利子割交付金

令和７年度予算執行状況 一 般 会 計

令和７年度特別会計予算執行状況
（単位：千円・％）

会 計 名 予 算 額 収 入 済 額 支 出 済 額 収 支 差 引 額

( 事 業 勘 定 ) 8,952,812
3,836,323 3,772,242

64,081
(42.9) (42.1)

国 民 健 康 保 険 事 業 8,977,915
3,839,709 3,781,978

57,731
(42.8) (42.1)

( 直 営 診 療 施 設 勘 定 ) 25,103
3,386 9,736

△ 6,350
(13.5) (38.8)

介 護 保 険 9,848,835
4,015,480 4,068,348

△ 52,868
(40.8) (41.3)

後 期 高 齢 者 医 療 2,325,648
482,457 952,139

△ 469,682
(20.7) (40.9)

分 譲 宅 地 造 成 事 業 700
94,829 4

94,825
(13,547.0) (0.6)

駐 車 場 事 業 275,598
6,158 262,275

△ 256,117
(2.2) (95.2)

診 療 所 事 業 336,860
58,218 118,428

△ 60,210
(17.3) (35.2)

木 材 加 工 事 業 386,000
142,587 153,436

△ 10,849
(36.9) (39.8)

計 22,193,868
8,661,953 9,351,521

△ 689,568
(39.0) (42.1)

四 村 川 財 産 区 42,312
22,515 14,913

7,602
(53.2) (35.2)

8,592,500
100 (0.0)

収入済額

22,764,817

歳入予算額

53,307,229

(42.7)

(100.0%)

予 算 額

収入済額

6,388,420
1,558,829 (24.4)

4,881,650
2,440,273 (50.0)

4,508,969
278,443 (6.2)

4,361,189
864,426 (19.8)

4,037,120
1,470,950 (36.4)

3,879,579
949,224 (24.5)

3,448,149
879,336 (25.5)

1,260,228
330,820 (26.3)

876,314
381,663(43.6)

242,334
116,498 (48.1)

30,000
0 (0.0)

24,470
3,150 (12.9)

予 算 額

支出済額

支出済額

17,583,235

(33.0)歳出予算額

53,307,229
（100.0%)

1,144,776
1,798,100

(63.7)

1,177,338
2,061,660 (175.1)

904,204
30 (0.0)

295,228 (37.3)
790,586

657,974
309,775 (47.1)

348,850
116,865 (33.5)

151,909
44,647 (29.4)

149,031
40,897 (27.4)

127,229
66,148 (52.0)

102,800
0 (0.0)

76,100
17,411 (0.0)

59,100
15,791 (26.7)

48,000
50,678(105.6)

8,000
3,104 (38.8)

7,300
6,114 (83.8)

15,629,268
9,872,499 (63.2)

8,278,486
5,477,586 (66.2)

7,083,272
2,343,402(33.1)

4,401,610
519,140 (11.8)

2,915,572
378,966 (13.0)

160 140 120 100 80 60 40 20億

12,245,161
5,365,665 (43.8)

7,123,646
2,943,958 (41.3)

20億 40              60               80              100            120            140             160      

- 2 -



（単位：千円・％）

目的別 借入先別

災害復旧

1,353,555

(2.9)

消防

1,648,176

(3.6)

民生

344,613

衛生 (0.8)

3,797,082

(8.2)

診療所事業

商工

一般会計

特別会計

計

-

-

-

その他

計

金額

35,331,975

1,456,003

155,380,879

(17,838,144㎡)

(5.8)

主　　な　　事　　業

目的別

市 債 現 在 高

（千円）

一般会計

一時借入金現在高

借入先別

特別会計 （単位：千円・％）

462,610

(1.0)

農林水産業

2,699,008

区分

基金

稲成分団車庫建設事業

市 有 財 産 現 在 高

93,311,015
(511,991㎡)

1,123,954

24,157,932

土地

建物

有価証券

総務
22,531,872

(48.8)土木

7,028,899
(15.2)

教育
6,312,012

(13.7)

総 額
46,177,827
(100.0%)

銀行

その他

金融機関

財務省

財政融資

資金

9,327,091

(20.2)

22,844,373

(49.4)

総 額
46,177,827
(100.0%)

財務省

財政融資

資金
62,118

(99.5)

総 額

62,408

(100.0%)

診療所事業

総 額

62,408

(100.0%)

木材加工事業

（千円）

銀行その他金融機関 290 (0.5)

(30.2)
13,931,744

地方公共団体

金融機構

県貸付金

43,100 (0.1)
(0.1)31,519

その他

32,100

(51.4)
30,308

(48.6)
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